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特集 DX時代のイノベーションと無形資産の新しい関係

要　約

1	 AI・IoTなどのデジタル技術の進展により、イノベーション競争の主戦場は単なるモノ
づくり、あるいはソフトウエアから、ソフトウエアとハードウエアを融合してプロダク
ト・サービスを提供する「ソフト・ハード融合領域」（SH融合領域）に移りつつある。
SH融合領域のオープンイノベーションは、モノづくり産業の競争力強化や労働集約型
産業の省人化、ウェルビーイング向上に大きな変革をもたらす可能性を秘めている。

2	 SH融合領域におけるスタートアップの社会実装の道のりはハードウエアが介在するが
故に極めて複雑であるため、スタートアップと事業会社の 1対 1の関係ではなく、試
作・設計、実証、量産・量販、ルール対応などの多様な機能を持つパートナーを巻き込
んだSH融合スタートアップ・エコシステムを形成することが不可欠になる。

3	 このエコシステムにおけるオープンイノベーションでは、スタートアップだけでなく事
業会社も積極的に経営資源を投下して中長期的目線で活動する必要がある。SH融合領
域のオープンイノベーションを成長戦略の核とする事業会社は、確実な事業に投資する
従来の事業開発のスタンスではなく、多産多死を前提として同時並行で複数の連携プロ
ジェクトを進める「ポートフォリオの拡大」のスタンスが必要不可欠である。

4	 本稿では、SH融合スタートアップ・エコシステムを、そのプロダクト・サービスが目指
す課題解決の方向性により四つのパターンに分類して紹介する。それぞれのパターンに
応じた社会実装を実現するためには、目指す課題解決の方向性を見定めた上で、エコシ
ステムのキーマンからの協力を得て、スタートアップや共創パートナーとの適切なネッ
トワークを創りながら進めることがカギになる。

Ⅰ　SH融合スタートアップの台頭と独自のイノベーション・エコシステムの必要性
Ⅱ　SH融合スタートアップ・エコシステムにおいて事業会社に求められる役割
Ⅲ　 多様な課題解決の方向性とSH融合スタートアップ・エコシステムに求められる共創パート

ナー
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Ⅰ	SH融合スタートアップの台頭と
	 独自のイノベーション・
	 エコシステムの必要性

1	 SH融合領域の
	 イノベーションの特徴と課題

AI・IoTなどのデジタル技術の進展によ
り、イノベーション競争の主戦場は、単なる
モノづくり、あるいは単なるソフトウエアか
ら、ソフトウエアとハードウエアを融合して
プロダクト・サービスを提供する「ソフト・
ハード融合領域」（「SH融合領域」）に移りつ
つある。SH融合領域のスタートアップ（「SH
融合スタートアップ」）は、独自のインター
フェースによりデータを取得してAIなどの
ソフトウエアの価値を高め、収集・分析した
データを、IoTデバイスやロボティクスなど
のハードウエアを通じてリアル世界の顧客体
験として反映することで、サービスの価値を
高めることができる。本論考では、こうした
SH融合スタートアップを取り巻くSH融合ス
タートアップ・エコシステムの在り方と、エ
コシステムにおけるイノベーションを進める
ために事業会社が果たす役割について論じる
こととする。

SH融合スタートアップとそれを支えるエ
コシステムを強化しイノベーションを推進す
ることは、国内の産業競争力強化、ユーザー
のウェルビーイング向上の双方の観点から重
要な意味を持つ。

日本は豊富なモノづくり産業の基盤を有し
ており、すり合わせの要素が大きい規格化さ
れていない製品の設計や、製品のコア技術と
なる駆動系部品などの部素材の開発において
は高い競争力を有している。先端技術や新し

い価値創造のビジネスモデルを有するスター
トアップと、こうしたモノづくり産業の企業
がオープンイノベーションを行うことは、日
本の国際競争力の強化に直結する。

また、ユーザーサイドから見ると、農林水
産業、三品産業のような労働集約型産業や医
療・介護といった規制産業、あるいは自治体
の公共サービス部門のような省人化ニーズを
有する業界は、イノベーションの機運や技術
との接点が少ないという現状がある。SH融
合スタートアップが掲げるビジョンの多く
は、こうした既存産業の課題解決に資するも
のであり、ハードウエアを通じてリアル世界
へのフィードバックが可能であるが故に、こ
うした人手が必要な産業の現場において破壊
的イノベーションをもたらす可能性を秘めて
いる。

一方で、SH融合領域における社会実装に
特有の難しさとして、大きく三つのハードル
が存在する。

第一に、不具合を常時修正可能なソフトウ
エアとは異なり、ハードウエアの開発プロセ
スにおいてはβ版の時点から上市を見据えた
高い品質水準が求められ、安全性確保や利用
環境に対応した規制・規格対応についても検
討が必要になる。

第二に、ハードウエアであるが故に、仕様
や機能を修正するには設計・製造プロセスを
あらためて見直したり、ときには金型や製造
設備・ラインのつくり直しが必要となったり
する場合すらある。そのため、生産ロットが
大きくなるにつれ、製品改良や機能見直しと
いった仕様変更は大きなコストを伴う。さら
に、SH融合領域では、ソフトウエアとハー
ドウエアのそれぞれについて開発を並行させ
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ことは難しい。そのため、事業ステージやビ
ジネスモデルに応じて多様な共創パートナー
と連携して活動を進めることが不可欠である
といえる（表 1 ）。

2	 SH融合スタートアップ・
	 エコシステムに求められる機能

前節で述べたように、SH融合スタートア
ップは多様な共創パートナーとの連携が不可
欠であるが、主要なパートナーの一つと想定
される事業会社から見て、SH融合スタート
アップとのオープンイノベーションは困難な
ものと認識されている。

野村総合研究所（NRI）が独自に実施した
アンケート調査注1によれば、ハードウエア
を含むプロダクト・サービスを開発・利用す
るスタートアップとのオープンイノベーショ
ンを実施した経験のある事業会社の担当者の
うち、「オープンイノベーションに成功して
いる（／していた）といえる」と回答した割
合は25％にとどまっている（図 1 、表 2 ）。

なぜこのような結果になるのであろうか。
NRIでは、2019年から 2 年間を通じて、のべ

る必要があるため、両方の開発に必要な人材
を確保したり、両者の複雑な開発工程を同時
にマネジメントしたりすることが求められ
る。こうした複雑な開発工程をマネジメント
するノウハウは、大手メーカーやその下請け
企業に蓄積されているものであり、経験の浅
いスタートアップが自前で担うことは非常に
難しい。

第三に、こうした開発・生産の壁を乗り越
えて量産・量販を進める段階になったとして
も、ハードウエアを含むプロダクト・サービ
スを上市するためには、販路拡大、物流、資
産保有、カスタマーサポート、現場導入な
ど、サプライチェーンを構築・マネジメント
する必要がある。さらには、公共空間や規制
産業への新プロダクト導入に当たっても、所
定の規制・規格・基準などに従うことが必要
になるが、こうしたルールに対応できるかど
うかの性能検証の場として、実証フィールド
の確保が必要になることもある。

このように、SH融合スタートアップの社
会実装の道のりは非常に険しいものであり、
スタートアップ単独でこうした活動を進める

表1　SH融合領域の開発プロセスの特徴と課題

試作・
設計

SH融合領域の
開発プロセス

ソフトウエア領域の
開発プロセス

実証 仕様変更／量産化設計 量産・量販

● 安全性や規制・規格対応な
ど上市を見据えた高い品質
水準が求められる

● 一部仕様が不完全な状態で
ユーザーテストが可能

● 仕様変更には大規模な開発
工程や機器の見直しが必要
であり、大きなコストを伴う

● ソフト・ハードの開発を並行
させるため、人的リソースや
マネジメントの負荷が大きい

● 常時ユーザーテスト状態でリ
リースしながら仕様変更可能

● ハードウエアの量産・量販に
は横断的なサプライチェーン
構築が必要

● 市場拡大には規制・規格対
応やルールメイキング活動
が必要になる

● 製造ロットという概念がなく、
PMFを達成すれば急速な拡
販が可能
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な 1 対 1 の関係だけでは不十分であり、社会
実装の各ステップにおいて必要とされるさま
ざまな機能を持つパートナーが適時適切に連
携しながら事業を進めることができる「エコ
システム」の存在が重要であると結論づけ
た。その上で、これまでSH融合スタートア
ップ特有のエコシステムについての体系的な

20社のSH融合スタートアップの追跡調査を
実施注2し、各社が社会実装におけるステッ
プごとに直面するハードルや、事業ステージ
を前進させた成功事例の特徴などについて定
性分析を行った。その結果、SH融合領域で
オープンイノベーションを成功に結びつける
ためには、スタートアップと事業会社のよう

図1　事業会社の新規事業等担当者のSH融合スタートアップ
とのオープンイノベーション（OI）の成功認識

（N＝100）

■ 成功している（／していた）といえる
■ 必ずしも成功している（／していた）とはいえない
■ どちらともいえない

25%

62%

13%

表2　SH融合スタートアップとのオープンイノベーションの成否

調査対象

現職または前職において「ハードウエアを含むプロダク
ト・サービスを開発・利用するスタートアップ」とのオー
プンイノベーションに係る業務を実施した経験のある事
業会社の担当者

標本条件
スクリーニングで抽出された122人のうち、経験時期が相
対的に直近である計100人を抽出して本調査
業種／業態による制限なし

調査事項 SH融合スタートアップとのオープンイノベーションの実
態、課題

実施時期 2022年 9月

実施方法 「調査対象」の条件に当てはまるエキスパートへのWebア
ンケート調査

図2　SH融合スタートアップ・エコシステムの全体像

✓試作開発事業者
✓大手製造業・メーカー

✓事業会社
✓大学・研究機関
✓地方自治体

✓大手メーカー
✓販売代理店・商社
✓リース会社、SIer,、
　物流企業

✓エコシステムのキープレイヤー
✓政府・地方自治体
✓地方銀行、地銀系VC

✓政府・地方自治体・
　金融公庫
✓VC・CVC
✓金融機関

✓弁護士
✓弁理士
✓大学・
　研究機関

✓中央官庁・規制・規格当局
✓弁護士
✓民間企業、業界団体
✓NPO

SH融合
スタートアップ・ 
エコシステム

イノベーションの
機会

試作・設計
／量産

実証

拡販・ 
販路開拓

エコシステム
形成

ファイナンス

知財戦略
マネジメント

ルール対応・ 
ルール
メイキング

社会実装に
必要な機能

出所）ものづくりスタートアップ・エコシステム構築事業「スタートアップとのための社会実装ガイドライン（別冊）」より作成
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の課題として社会実装において自前で充足す
ることが難しい多様な機能が存在することを
示し、そうした機能を提供する共創パートナ
ーにより形成されるエコシステムのあるべき
姿を提示した。本章では、SH融合スタート
アップ・エコシステムの中で、特に事業会社
が担う役割に着目する。

SH融合領域のオープンイノベーションに
おけるスタートアップと事業会社の関係は、
ソフトウエア領域のそれと比べてさらに多様
である。

従来は、スタートアップへのリスクマネー
供給を行う中で事業会社が抱える課題をスタ
ートアップの技術・ノウハウで解決するパタ
ーンや、事業会社が保有する顧客基盤やプラ
ットフォームを活用してスタートアップが実
証を進めるパターンなどが典型的であった。
一方で、SH融合スタートアップ・エコシス
テムにおけるオープンイノベーションでは、
事業会社側も自社のビジネスで培った多様な
経営資源を投入し、互いの強みを活かして事
業開発に参画している。

図 3 は、SH融合スタートアップとのオー
プンイノベーションにおいて、事業会社がス
タートアップに提供した経営資源について尋
ねたものである。

事業会社は、「ハードウエアに関する技術・
ノウハウ、製品」（54％）や「顧客基盤・販
売チャネル」（42％）、「現場環境・実証フィ
ールド」（64％）など、事業活動そのものに
不可欠な機能・資源を提供している。これら
は、「開発・製造・販売等に必要な資金」（56
％）を提供するケースに匹敵する割合となっ
ている。ここから分かるように、ハードウエ
アの複雑な開発工程を全体設計・マネジメン

整理がなされてこなかったため、NRIでは上
記調査において、「SH融合スタートアップ・
エコシステム」に必要な機能とその機能を担
う共創パートナーについて整理を行ったとこ
ろである。

図 2 は、SH融合スタートアップ・エコシ
ステムに必要な機能と、そうした機能を提供
し得る共創パートナーについて整理したもの
である。SH融合スタートアップ・エコシス
テムの中では、スタートアップ・エコシステ
ムに一般的に必要とされるルール対応・ルー
ルメイキング、知財戦略マネジメント、ファ
イナンスといった専門的な支援機能だけでは
なく、試作・設計／量産、実証、拡販・販路
開拓などのビジネス自体をともに進めるパー
トナーや、それらの機能を有するプレイヤー
の仲介・媒介や交流促進インフラ整備などの
エコシステム形成を行うパートナーが必要に
なる。

こうした共創パートナーとの連携は、単に
スタートアップ支援による対価を受け取るだ
けではなく、スタートアップとともに製品開
発・製品化・ビジネス展開を行うことによ
り、自社のみでは難しいイノベーションの機
会を獲得できるWin-Winな関係を構築できて
いることがポイントである。

Ⅱ	SH融合スタートアップ・
	 エコシステムにおいて
	 事業会社に求められる役割

1	 互いの経営資源を活かして
	 事業開発にコミットする
	 オープンイノベーションの在り方

前章までに、SH融合スタートアップ特有
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することができる。
第二に、SH融合スタートアップにおいて

も、ソフトウエア同様、事業範囲（プロダク
ト・サービスの提供価値やターゲット市場）
をピボットしたり、複数の市場に横断的にア
プローチしたりすることがあるためである。
プロダクト・マーケット・フィット注3の検
証を行うためや、場合により参入障壁の高い
公共空間や規制産業を含む複数市場に横断的
にアプローチするためには、広範なユーザー
チャネルと信用力を有する事業会社との連携
が不可欠になる。

つまり、SH融合領域のイノベーションで
は、複数の市場に幅広くプロダクト・サービ
スを展開することで、プロダクト・マーケッ
ト・フィットを達成し得る有望な市場を見極
め、有望な特定の市場における量産・量販に
向けたサプライチェーンの構築をスピーディ
に進めるアプローチが必要となるが、各市場
に必要なプロダクトの仕様や販路が異なるこ
とから、これらを担保できる事業会社とのオ

トする高度なノウハウ・技術を有する製造業
や、公共空間や規制業界におけるユーザー接
点を有する公共サービスや交通インフラなど
のサービス提供者がエコシステムにおいて果
たす役割は大きい。

こうした事業会社とのオープンイノベーシ
ョンがSH融合スタートアップの社会実装に
とって重要となる理由には、大きく二つの観
点が存在する。

第一に、前章で示したように、SH融合ス
タートアップはハードウエアのプロダクト・
サービスを提供するが故に、プロダクトの試
作開発、製造販売、物流、資産保有、カスタ
マーサポート、現場導入などの横断的なサプ
ライチェーンを設計・マネジメントする必要
があるためである。いわゆる大手メーカー
は、自社あるいは自社のグループ事業会社を
含む範囲でこうした横断的なサプライチェー
ンを有しており、SH融合スタートアップは
こうした事業会社と連携を深化させることに
より、量産・量販に必要な多くの機能を獲得

図3　SH融合スタートアップとのオープンイノベーションにおいてスタートアップに提供した経営資源（MA）

現場環境・実証フィールド

開発・製造・販売等に必要な資金

ハードウエアに関する技術・ノウハウ、製品

顧客基盤・販売チャネル

ソフトウエアに関する技術・ノウハウ、製品

研究設備・測定装置等

物流・資産保有等の流通機能

650％ 5 10 15 20 25 30 35 40 45 50 55 60
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ープンイノベーションが果たす役割は大きい。

2	 SH融合領域の
	 オープンイノベーションは
	 長期目線・多産多死

前節で示したように、SH融合領域のオー
プンイノベーションでは、事業会社側も「ハ
ードウエアに関する技術・ノウハウ、製品」
や「顧客基盤・販売チャネル」「現場環境・
実証フィールド」などの経営資源を投下し
て、事業開発に対してリスクを負って積極的
に関与する傾向にある。

一方で、SH融合領域のオープンイノベー
ションは、事業会社がこれまで経験してきた
ソフトウエアのそれとは大きく性質が異な
り、実証段階から上市を見据えた高い品質水
準が求められる上に、仕様変更にも大きなコ
ストがかかる。また、市場規模の見通しが立
たない中で、実証段階から量産に向けて経営
層を説得できるような定量的な販売実績を獲
得することは困難であろう。こうした理由か
ら、SH融合領域では成功と呼べる上市がで
きるまで長期間を要することもあるだけでな
く、「事業化の壁」を乗り越えることなく実

証・共同研究の時点でオープンイノベーショ
ンが頓挫してしまうことも多い。

そうした理由から、SH融合領域のオープ
ンイノベーションは必然的に多くのスタート
アップと新規事業の種を生み出し、うまくい
かないものは終了し、よいものは事業化に向
けたステップを進めるといった「多産多死」
を前提とした連携が必要になる。

実際に、図 4 に示すように、SH融合スタ
ートアップとのオープンイノベーションを実
施している事業会社の、連携段階別（コンタ
クト段階、実証段階、共同開発段階、事業化
段階）の年間連携実績数を見ると、合計で平
均13.3社のスタートアップと何らかの連携活
動を行っていたが、そのうち事業化に至って
いる連携先は平均0.6社となっている。

3	 求められるポートフォリオの
	 拡大と無形資産の獲得
「多産多死」であることを前提にオープンイ
ノベーションを成功に導き、自社の成長戦略
の核とするためには、母数となる連携するス
タートアップの裾野を広げる「ポートフォリ
オの拡大」のアプローチが必要不可欠であ
る。

スタートアップとのオープンイノベーショ
ンでは、一つ目の事業化の成功事例をつくる
ことが難しく、前例がないため稟議を通すこ
とが難しいという負の循環に陥ってしまうこ
とがある。しかし、一つの事業に全力投球し
て成功事例を確実に積み上げていく方法で
は、成果が出るまで長い時間がかかる上に、
打率も高くはないオープンイノベーション
を、成功に結びつけることは難しい。事業の
失敗を許容して、不確実な案件にも一定の経

年間
連携数

A.コンタクト
段階

B.実証段階 C.共同開発
段階

D.事業化
段階

13.3
（N＝100）

0.6

9.3

2.2

1.2

※「ハードウエアを含むプロダクト・サービスを開発・利用するスタートアップ」と
のオープンイノベーションを実施している事業会社に在籍していた担当者の所属最
終年度における 1年間の値を示したものであり、特定の 1年間における値を示すも
のではない

図4　事業会社における年度当たりのオープンイノベーションを実施
しているSH融合スタートアップの数（連携段階別）
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営資源を投資し、複数のプロジェクトを並行
させることによって、自社に適合する有望な
事業を見いだすことができる。
「ポートフォリオの拡大」を進める際に重要
になるのは、オープンイノベーションを実施
する部門に、事業化に向けた裁量とリソース
を与えることである。一般に、日本のコーポ
レート・ベンチャー・キャピタル（「CVC」）
は人数が少なく、一方で事業部門は既存事業
の利益をKPIにしているため、スタートアッ
プとのオープンイノベーションを同時並行で
進めるほどのリソースを確保することが難し
い。

他方、たとえばセールスフォースやシーメ
ンスなどのオープンイノベーションに成功し
ている外資系企業は、CVCの中に小さな事業
部門をつくり、事業化への橋渡しをしている。

国内では、ソニーはインキュベーションを
行う組織としてSSAP（SONY Startup Ac-

celeration Program）を事業部門と独立して
設置させることで、オープンイノベーション
を成功に導いている。SSAPでは、スタート
アップに投資・ビジネスサポートを行い、投
資案件の約40％はソニーとの協業を実現して
い るSony Innovation Fund（SIF） と と も
に、SIFの投資先スタートアップを支援して
いる。

オープンイノベーションの裾野を拡大する
「ポートフォリオの拡大」にはもう一点大き
なメリットが存在する。

図 5 は、事業会社がSH融合スタートアッ
プとのオープンイノベーションで獲得した経
営資源を、図 1 の設問でオープンイノベーシ
ョンに「成功している（／していた）といえ
る」と回答した企業、「必ずしも成功してい
る（／していた）とはいえない」と回答した
企業それぞれについて示したものである。

SH融合スタートアップとのオープンイノ

図5　SH融合スタートアップとのオープンイノベーションにおいて獲得した経営資源

ハードウエアに関する技術・
ノウハウ、製品

■ A）成功している（／していた）といえる
■ B）必ずしも成功している（／していた）とはいえない

ソフトウエアに関する技術・
ノウハウ、製品

意思決定やビジネスの迅速さ

クリエイティブな・
専門性の高い人材

特許やノウハウ等の知的財産

研究開発費等のコストダウン

顧客データやコミュニティとの
つながり等のユーザー基盤

新製品・サービスに関する
企業間のネットワーク

800％ 5 10 15 20 25 30 35 40 45 50 55 60 65 70 75

76

48

52

24

32

48

35

36

26

12

18

16

29

16

27

69



80 知的資産創造／2022年12月号

ベーションの中でスタートアップから得た経
営資源として、「ハードウエアに関する技術・
ノウハウ、製品」だけではなく、「クリエイ
ティブな・専門性の高い人材」や「特許やノ
ウハウ等の知的資産」「意思決定やビジネス
の迅速さ」などの無形資産を挙げる企業は一
定程度存在する。さらにいえば、「クリエイ
ティブな・専門性の高い人材」や「特許やノ
ウハウ等の知的資産」を選択した割合は、
SH融合スタートアップとのオープンイノベ
ーションに成功している企業では、そうでな
い企業と比べて10ポイント程度高くなってい
る。

これらの無形資産は、自社のみで進める研
究開発では得ることが難しい貴重な資源であ
り、たとえそのビジネスが事業化に結びつか
なかったとしても、その後のオープンイノベ
ーションを進める上での大きな糧となる。

Ⅲ	多様な課題解決の方向性と
	 SH融合スタートアップ・
	 エコシステムに求められる
	 共創パートナー

1	 課題解決の方向性により異なる
	 エコシステムの四つの分類

ここまでは、SH融合スタートアップと事
業会社の 1 対 1 の関係に絞り、現状における
課題と対応策について整理した。一方で、冒
頭でも述べたように、SH融合領域のオープ
ンイノベーションはスタートアップとの 1 対
1 に閉じることはなく、エコシステムにおけ
る多様な共創パートナーとの連携が不可欠で
ある。

ここで重要なのは、SH融合領域のイノベ

ーション・エコシステムは、プロダクト・サ
ービスが目指す課題解決の方向性により、重
視すべき機能と共創パートナーが異なってい
る点である。SH融合領域のプロダクト・サ
ービスの社会実装を実現するためには、目指
す課題解決の方向性を見定め、方向性が合致
する適切なスタートアップ、事業会社、共創
パートナーのネットワークをつくることが必
要になる。

本章では、SH融合スタートアップ・エコ
システムのパターンを、「課題解決のターゲ
ット（企業／消費者）」と「投入フィールド

（特定の個人・企業／公共フィールド）」の 2
軸で類型化した上で、各類型における主たる
オープンイノベーションの担い手となる事業
会社の役割と、必要な共創パートナーの顔ぶ
れについて整理する注4 （図 6 ）。

（1）	 一般消費者の課題解決×特定フィールド
一般消費者が各家庭やプライベートな活動

空間において抱える課題を解決し、利用者の
健康や幸福度を向上させるようなプロダク
ト・サービスを展開するケースが該当する。

この類型では、プロダクト・サービスが解
決しようとしている課題や悩みを抱える一般
消費者への接点を持つ事業会社が主たるオー
プンイノベーションの担い手となる。また、
プロダクトの効果や安全性などを証明するエ
ビデンスを獲得するために、大学・研究機関
らの存在が重要となることもある。

事業会社として、開発から販売までの一気
通貫のサプライチェーンを持つメーカーが想
定されるが、量産・量販を進める上で、こう
した企業が開発段階からオープンイノベーシ
ョンに参画することにより、量産に向けた仕
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様変更の負荷やスタートアップと事業会社の
ビジョンや課題解決の方向性のズレを小さく
することができる。

たとえば、アシックスは、スマートシュー
ズのデータをコアとしてサービスを展開する
ORPHEと共同開発したスマートシューズの
本格量販に踏み切っている。この事例では、
課題となる実証・共同研究から量産・量販へ
の移行の壁を乗り越えるため、クラウドファ
ンディングサイトによる販売の実績を積むこ
とで、経営層を説得できる材料を集めること
に成功していた。

両社の連携は新たな領域の研究開発にまで
拡大している。医療機関とのつながりや再生
医療関連事業の知見を有するセルソースと連
携し、スマートシューズを用いた変形性膝関
節症の改善効果の定量化に向けた共同研究を

開始している。

（2）	 企業の課題解決×特定フィールド
特定の業種・業界における既存サービスや

工場・倉庫・店舗などのオペレーションの効
率化・自動化、あるいは新規事業の開発など
の実現のために、スタートアップのプロダク
ト・サービスが貢献するケースが該当する。
そのため、課題を抱える導入環境を有する事
業会社が主たるオープンイノベーションの担
い手となる。

この類型の事業開発においては、既存設備
やオペレーションを活かしながらプロダク
ト・サービスが適切に動作する現場環境を構
築する必要があるため、スタートアップと導
入環境を有する事業会社が協力関係を構築
し、プロダクト・サービスと導入環境の緊密

図6　SH融合スタートアップ・エコシステムの類型別のイノベーションの担い手となる事業会社と共創パートナー
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／製造

実証

拡販・
販路開拓

拡販・
販路開拓

実証

試作・設計
／製造

オープンイノベーションの担い手となる事業会社
連携が必要な共創パートナー
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地域産業の発展｜企業 × 公共フィールド 社会インフラ・プラットフォームの創造｜一般消費者 × 公共フィールド

業種・業界課題の解決｜企業 × 特定フィールド ユーザーのウエルビーイング実現｜一般消費者×特定フィールド

オープンイノベーションの担い手となる事業会社
地域・業界へのネットワークを持つ事業者
● スタートアップと共創パートナーの引
き合わせ

● 地域への横展開の支援

連携が必要な共創パートナー
地方自治体・業界団体など
● 地域事業者とスタートアップとの仲介
● ルール対応の実績づくりへの協力
地域に根付く事業者
● 実証フィールドの提供
● プロダクト・サービスへのフィードバック

オープンイノベーションの担い手となる事業会社
社会的信用力の高いサービス提供者
● 実証フィールドからの信用力確保
● 地方自治体などへの販路提供

連携が必要な共創パートナー
地方自治体
● 公共空間の実証フィールド提供による
プロダクト・サービスの社会受容獲得
政府・規制・規格当局
● スタートアップと共創パートナーの引
き合わせ

● ルール・メイキングの検討

オープンイノベーションの担い手となる事業会社
開発～販売のサプライチェーンを持つメ
ーカー
● 共同開発したプロダクト・サービスを
自社のアセットを活かして量産・量販

連携が必要な共創パートナー
大学・研究機関など
● ペインを持つユーザー接点の提供
● 共同研究などによるエビデンスの蓄積

オープンイノベーションの担い手となる事業会社
課題を有する現場環境を持つ企業
● プロダクト・サービスと現場環境の緊
密なすり合わせ、フィードバック

連携が必要な共創パートナー
「Innovation Integrator」
● 経営・現場・スタートアップ三者の立
場を踏まえたプロジェクトの推進

スタート
アップ

スタート
アップ

スタート
アップ

スタート
アップ
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（3）	 一般消費者の課題解決×公共フィールド
地域住民が利用する商店街に移動支援ロボ

ットを導入するなど、公共性の高い場所を舞
台に一般消費者の課題を解決するプロダク
ト・サービスを提供するケースが該当する。

この類型では、公共フィールドを保有する
自治体や規制・規格の所管省庁にチャネルを
持ち、社会的信用力の高い事業会社が主たる
オープンイノベーションの担い手となる。

公共フィールドへのプロダクト・サービス
の投入には、利便性や安全性などに関する理
解を得て「社会受容」を獲得するための活動
が特に重要である。社会受容を獲得するため
には、実装環境に近い空間で現行の規制・規
格の範囲内で実証を進めた上で、その活動成
果を発信することによる規制緩和のためのル
ールメイキングを並行して推進する必要があ
る。こうした活動においては、製品検証がで
きる公共フィールドを持つ地方自治体や、規
制・規格の所管省庁との深い関係構築が欠か
せない。

公共フィールドにプロダクト・サービスを
提供してきた事業会社は、これまでに培って
きた社会からの信用力と説明力を活かしてと
もに実証を進めることで、スタートアップ単
独では難しい社会受容の獲得を前進させるこ
とができる。また、スタートアップの実績が
少なく公共フィールドへのプロダクト・サー
ビスの投入を受け入れてもらうことが難しい
場合には、事業会社が保有するフィールドや
設備を実証の場として提供し、安全性などの
公共空間における必須要件の検証を進めるこ
ともできる。

たとえばENEOSホールディングスは、
「2040年グループ長期ビジョン」において、

なすり合わせができる体制をつくることがカ
ギになる。

そのためには、双方が互いの行動原理・組
織力学を理解し連携した上で、同時に社内の
関係者の巻き込み・期待値コントロールも行
いながら、プロジェクトを推進できる人材が
求められる。

事業会社側としても、可能であればこうし
た社内に経営・現場・スタートアップの三者
の立場を理解してコミュニケーションのハブ
となる人材を見いだすことがベストである。
一方で、特に業界に精通しつつスタートアッ
プの立場を理解してプロジェクトの舵取りが
できる人材はそう簡単に見つかるものではな
い。そうした場合、ビジョンを見据えたマイ
ルストーン設定や互いの目線合わせをコント
ロールできる、業界のイノベーションを牽引
するキーマンに仲介を求めることも一つの選
択肢である。

ここでは、スーパーマーケット事業の管理
を手掛けるユナイテッド・スーパーマーケッ
ト・ホールディングスと、食品流通業の「レ
シピのデジタル化」を進めるクオリアースと
の連携を例に挙げる。

同社の新規事業担当者は、「レシピのデジ
タル化」の価値を理解してくれる現場担当者
を巻き込んで経営層への提案を推進すること
で、絵に描いた餅にならない意思決定を推進
するなど、経営側、現場側の双方の立場を理
解してプロジェクトの推進方法を使い分けて
いた。また同氏は、クオリアースとの連携に
当たり、「フードテック」の第一人者である
シグマクシス・ホールディングスからスター
トアップとのつき合い方を学ぶことで、その
立場も理解した上で事業を進めていた。
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ついて地域のステークホルダーの理解を得る
には苦労することも多い。

そのため、この類型では、地域に根づく事
業者との関係が深い大学・研究機関や自治
体、業界団体、金融機関の協力を得て一つの
ユースケースを確立し、拡販時には地域への
商流を握る専門商社などのプレイヤーの力を
活用しながらプロダクト・サービスを面的に
広げるような体制構築が必要になる。

たとえば、養豚経営管理ソフトウエアや豚
舎内モニタリング用IoTセンサーを開発する
スタートアップであるEco-Porkは、自社か
ら進んで現場に飛び込んで理解を進めるだけ
でなく、スタートアップと現場の両方に理解
がある鹿児島大学の担当者の協力を得て、地
域に根づく畜産業者との協議の場での仲介を
依頼することで、畜産業者の信頼を獲得して
いった。

こうしたプレイヤーは、地域のニーズとス
タートアップのシーズの接点を探り、地域の
要望をスタートアップ側にフィードバックす
ることで、互いにとってよりよいプロダク
ト・サービスを生み出すことができる。

2	 ポートフォリオ化により拡大する
	 エコシステムへのネットワーク

前節で述べたように、オープンイノベーシ
ョンを志す事業会社は、スタートアップと互
いに経営資源を出し合うだけでなく、エコシ
ステムで必要となる多様なパートナーの力を
借りて事業を前に進める必要がある。最後
に、こうしたエコシステムの共創パートナー
とのネットワーキングの観点からも、「ポー
トフォリオの拡大」は有効なアプローチであ
ることを指摘したい。

「サービスステーションネットワークの生活
プラットフォーム化」を掲げ、無人自動運転
ロボットを開発するZMPとの自動宅配ロボ
ットを活用したデリバリー実証実験を行っ
た。同社は実証実験の中で、宅配ロボットの
保有・保管・運用および注文・宅配プラット
フォームの提供だけではなく、運営サービス
ステーションとの連携や、地域住民などへの
説明についても同社の企業名も出しながら進
めるなど、事業会社の信用力を活用した連携
活動を行うことで、スムーズな実証実施に貢
献した。

（4）	 企業の課題解決×公共フィールド
地域に根づく事業者（特に一次産業の担い

手）が抱える、業界や地域などにおける公共
空間の人手不足や作業非効率といった問題を
解決するために、スタートアップのプロダク
ト・サービスが貢献するケースが該当する。

この類型では、地域に根づく事業者や、業
界団体との関係が深く商流を持っている地域
の金融機関や業界団体を担う企業、専門商社
などが、主たるオープンイノベーションの担
い手となる。

また、農家や漁師といった一次産業事業者
がユーザーになる場合は、地域のハブ人材・
組織や地方自治体による関係構築や実証推進
の協力を得た上でプロダクトの改善や実証を
推進しつつ、規制緩和・標準化などを目指す

「ルールメイキング」も視野に入れて活動を
進めることが必要になる。

しかし、地域で活動する一次産業事業者や
それらを取り巻く業界団体とのコネクション
がないスタートアップが、将来的な課題解決
ビジョンやプロダクト・サービスの有用性に
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SH融合スタートアップ・エコシステムで
必要となる多様な共創パートナーに対して、
限られたリソースの下でスタートアップと事
業会社が自助努力でアクセスすることは難し
い。そのため、エコシステムの実現に向けて
強力なリーダーシップを発揮し、周囲を巻き
込んで活動を推し進めるキーマンを協力者と
して巻き込むことが重要になる。

こうしたプレイヤーは、自社の活動を進め
る中で業界やエコシステムを牽引しており、
大学・研究機関、政策・ルールを所管する中
央省庁、フィールドを持つ自治体、資金提供
を行う金融機関などとの面的なネットワーク
を持ち、ハードウエアビジネスに対する理解
をも兼ね備えており、共創パートナー探しに
は絶大な効果を発揮する。

たとえば宇宙分野では、ベンチャー・キャ
ピタルなどに所属しながら、その先進的な業
界・分野を盛り上げるために積極的に周囲を
巻き込み、情報発信や団体の立ち上げ、個
人・企業のネットワーキング、スタートアッ
プ支援、海外のエコシステムとの連携、政策
提言といったエコシステム形成の活動を進め
ているような人物が存在するが、そのような
人物がキーマンの一例といえる。

一方で、こうした特定のエコシステムにお
けるキーマンをインターネットなどの二次情
報で見分けることは難しく、政府支援の担い
手としても登場しないケースもある。こうし
たキーマンへのアクセスは、ある意味で偶然
の産物（出会い）である。エコシステム内の
プレイヤーへの接触の数を増やし、実際に話
してスキルや熱量を感じたプレイヤーから次
のプレイヤーを紹介してもらうといった形
で、草の根的にネットワークを拡大するアプ

ローチが必要になる。
そのため、失敗する可能性を低減しつつ確

実な事業に投資するのではなく、多産多死を
前提として複数の連携プロジェクトを並行さ
せることで、たとえ事業そのものが成功しな
かったとしても、エコシステム内のネットワ
ークを広げることでこうしたキーマンにアク
セスする可能性を高めることができる。この
ような活動で得たエコシステムとのつながり
という資産は、中長期的な視点から見れば、
事業会社のオープンイノベーションを成功に
導く上で重要な経営資源になるといえるだろ
う。

3	 SH融合スタートアップの
	 イノベーションを活性化する
	 エコシステムマネジメントの提言

本節では、スタートアップと事業会社は 1
対 1 の関係に閉じたものではなく、多様な共
創パートナーをつなぐエコシステムが必要で
あることを示し、目指す課題解決の方向性に
よって異なるエコシステムの四つの姿を提示
した。

最後に、SH融合スタートアップ・エコシ
ステムへの政策的支援の方向性を提言し、本
論のまとめとしたい。

SH融合スタートアップ・エコシステムは、
一般的なスタートアップ・エコシステムに求
められる機能に加えて、試作・設計／量産、
実証、拡販・販路開拓などの多様な機能を有
する共創パートナーとのつながりが不可欠で
ある。一方、現状ではこうした共創パートナ
ーとのネットワーキングは、スタートアップ
や事業会社の精力的な活動と偶然に左右され
ている。
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スタートアップや事業会社の個別事業に対
する公的資金援助やプロジェクトマネジメン
ト支援は引き続き重要であるが、それだけで
は、事業開発の成否を握る共創パートナーや
エコシステムのキーマンへの出会いに支援の
手を伸ばすことは難しい。

今後、SH融合領域のイノベーションを深
化させるためには、SH融合スタートアップ・
エコシステムに必要な機能とそれを担う共創
パートナーを類型ごとに解像度を上げて特
定・整理することが必要であろう。その上
で、政府の支援事業などで構築されてきた

（または今後されていく）関係者ネットワー
クを可視化し、今後、支援を必要とするイノ
ベーションの担い手がアクセスしやすいよう
なエコシステムマネジメントの体制を整える
ことがわが国の産業強化の観点からも重要な
施策となるであろう。

注

1	 NRIでは、「ハードウエアを含むプロダクト・サ
ービスを開発・利用するスタートアップ」との
オープンイノベーションを実施したことがある
事業会社の新規事業担当者100人に対してアンケ
ート調査を行い、事業会社とSH融合スタートア
ップとのオープンイノベーションの進捗状況に
関する実態把握と事業化を進めるための課題抽
出を行った。本論考で提示しているアンケート
結果は、当該調査の結果に基づくものである

2	 本調査は、経済産業省 令和 2 年度「グローバ
ル・スタートアップ・エコシステム強化事業費
補助金（ものづくりスタートアップ・エコシス
テム構築事業）」と、経済産業省 令和 3 年度「も
のづくりスタートアップ・エコシステム構築事
業」の一環として実施したものである。また、
SH融合領域のエコシステムについての詳細は、

同調査の成果物である社会実装ガイドライン別
冊「『ソフト・ハード融合』領域におけるスター
トアップと共創パートナーの連携のポイント」
を参照されたい

3	 プロダクト・マーケット・フィット：特定の顧
客の課題解決に資するプロダクト・サービス
が、適切な市場に受け入れられていること

4	 令和 3 年度経済産業省「ものづくりスタートア
ップ・エコシステム構築事業」においてNRIが
作成した「ソフト・ハード融合スタートアップ
と共創パートナーの連携ケーススタディ」の整
理や事例を基に記載している
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